
※最新情報は随時Iホームページ上で更新いたします。
ＱＲコードを読み込んでご活用ください。

【2024-2025年度版】

【保存版】

※お役立ち動画（YouTube）のご紹介

ご自由にお持ち帰りください！



会社案内
社名：株式会社ソルエナジー
代表取締役：髙林裕孝
設立： 2 0 0 9 年 4月 1日
所在地：〒434-0004 静岡県浜松市浜名区宮口460-1



電話：053-580-1616
フリーダイヤル：0120-580-170
ＦＡＸ：053-580-1617
メールアドレス：sun@solenergy.co.jp
ホームページ : http://www.solenergy.jp
事業内容：太陽光発電システム・ＬＥＤ照明・蓄電池・エコキュート等の

販売・施工・メンテナンス
営業エリア：原則として、静岡県西部・愛知県東三河
建設業許可：静岡県知事許可（般-29）037179号 電気工事業・屋根工事業

とび・土工事業 （原則自社工事で施工いたします）
協力会社：電気工事・土木工事・設備工事・足場工事・塗装工事・サッシ工事

行政書士等のプロ集団のネットワーク有ります。
金融機関：浜松磐田信用金庫 遠州信用金庫 静岡銀行 他

（無理なく導入をするお手伝いをしていただけます）



①自給率13.3％…エネルギー自給率が低いことは、資源を他国に依存しなくてはならず、

資源確保の際に、ロシアのウクライナ侵攻等の国際情勢の影響を受けやすくなり、安定したエネルギー

供給に懸念が生じます。（2030年までに概ね30％が国の目標です。）

②発電の為のエネルギー源の83.5％は輸入化石燃料に依存しています。

③原油の約90％は、中東からの輸入でホルムズ海峡や中国が軍事基地を建設している大変危険な

南シナ海を通ってきます。（2024年4月現在でも、依然ロシアも安全保障上の大きな懸念です。）

④電気料金の上昇…2010年比で家庭用が約59％、産業用が約92％上昇しています。

⑤原発の代替として火力発電を使っているため温室効果ガスの排出が増えています。

その結果近年の異常気象を引き起こしているとの考えが確実視されるようになってきました。

そして、日本は「2050年カーボンニュートラル」という目標を掲げています。

⑥蓄電システムの普及拡大…2011年度は1,939台の普及台数(累計）が、2022年度は77万台となっています。

⑦日本の再エネ比率は主要国特にスペインの46.3％と比べると20.3％（水力を除くと12.8％）と、

まだまだ低く更なる拡大が求められます。

日本のエネルギー問題
エネルギーの今を知る１０の質問 ２０２４年２月発行より



エネルギーの今を知る１０の質問 ２０２４年２月発行より 但し、2024年4月までは激変緩和措置で税金が投入される予定です。



お客様の光熱費削減のお手伝いをします。
お客様の停電に対する危機管理のお手伝いをします。
お客様の会社のブランドイメージアップのお手伝いをします。
日本のエネルギー自給率を上げるお手伝いをします。
化石燃料の輸入を減らすお手伝いをします。
化石燃料の輸入にかかる危険を減らすお手伝いをします。
二酸化炭素の排出を削減し地球温暖化防止に取り組むお手伝いをします。
送電ロスの少ない地産地消のエネルギーを増やすお手伝いをします。
★現在の脆弱なエネルギー事情を子供や孫の世代に先送りしません。
★SDGs（持続可能な開発目標）の後押しをして社会貢献をします。

日本のエネルギー問題を踏まえてのソルエナジーの使命



設置実績 （累計設置容量約16メガ…住宅約4,650件分 2023年現在）

高圧受電設備の対応いたします 事業所向けの需要が増加中

エコキュート
・蓄電池・V2H
設置いたします。

電気・ガスなどの光熱費の高騰が経済活動や生活を圧迫しています。
日本はエネルギーの自給率が13.3％しか無いことは大きな問題です。
状況としては、2012年には70億人だった世界の人口は、2022年11月には80億人に達しました。このことは、エネルギーや食糧の調達が年々難しく
なることにつながります。
東日本大震災以来原発はほとんど停止しています。
2021年の後半にコロナで落ち込んでいた経済活動が戻るにつれて、エネルギー価格がじわじわと上がり始めました。
2022年になり、ロシアがウクライナを侵攻し、エネルギー供給に関して大きなのシェアを持つロシアからのエネルギー供給が大きく変化しました。
更に、円安により日本のエネルギー調達コストは上昇しています。
上記のような、様々な国外要因の影響を受け、国内でも様々な変化が出てきています。
電気料金は、基本料金+電力量料金+燃料費調整額+再エネ賦課金で構成されますが、P5のグラフが示すように2010年比６～９割の値上がりです。
但し、2024年4月までは、激変緩和措置で税金が投入されているので、一見踏みとどまっています。
しかし、今後は、まさに複合的な原因で、光熱費は上がり続けることが予想されます。

【コラム】







事業所向け自家消費型太陽光発電





事業所向け優遇税制

※太陽光発電の自家消費率は５０％以上となっています。

※制度は2024年度末まで延⾧になっていますが手続きにかかる期間を考慮すると早めにご相談をお願い致します。

※経営力向上計画作成は金融機関でお手伝いしていただけるところがあります。



事業所向けLED照明



参考資料



事業所向け（工場・店舗・病院・介護施設・事務所等）
SDGs（持続可能な開発目標）を踏まえたご提案

※今、世界の大きな流れである
SDGs（持続可能な開発目標）と
は、持続可能な世界の実現のた
めに定められた世界共通の目標
のことです。「持続可能な世
界」とは、今現在生活している
私たちの欲求を満たし、かつ、
将来世代が必要とする資産を損
なうことのない社会のことです。
その実現のために、貧困から環
境、労働問題まで17のゴールを
掲げたSDGsは、2015年の国連
サミットにおいて全会一致で採
択され、2030年の達成を目標と
しています。
（2030年の世界地図帳より）

※ESG投資…近頃は（E）環境・（S）社会・（G）ガバナンスに対して
取り組んでいる企業が投資の対象になってきています。
延いては、環境面で温暖化防止や省エネ化等の環境負荷の軽減に積極的
な事業所が選ばれるということになります。




